
　「水道事業ガイドライン」は、公益社団法人日本水道協会が制定（平成17年1月17日）した規格です。
水道事業全般を対象とし、水道事業の定量化によるサービス水準の向上のために制定され、水道事業の目的やマネジメントの指針、業務指標等に

ついて示されています。
このガイドラインにおける目的は、厚生労働省策定の「水道ビジョン」に基づき、「安心・安定・持続・環境・管理・国際」の6項目に分類さ

れ、6項目の目的ごとに137の業務指標が定められています。
　ここでは、業務指標のうち環境に関係する指標を掲載しています。（全ての業務指標は、上下水道局ホームページで公表しています。）
　なお、指標は水道事業のみを対象としています。
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下水道施設を維持・管理する管理運営費のうち、下水道使用料として負担していただいている汚水の処理に要する費用の内訳
と、それによる環境保全効果をまとめたものです。汚水処理経費のうち、管きょを維持管理する費用やポンプ場・処理場を運転
する費用など、汚水をきれいにするために直接かかった費用は約136億円となりました。

＝

【大都市事業体平均との比較】
　本市は、大都市事業体（17都市）の中で、最も環境負荷の少ない都市です。

これは、地形の高低差を最大限に活かした「自然流下方式」による水の流れを形成していることによるもの
です。

全施設での総エネルギー消費量(MJ)

年間配水量(m
3
)

汚水処理費用と効果

ガイドライン指標

＝

■配水量1m3当たりＣＯ２排出量
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【注】

【大都市事業体平均との比較】
　本市は、大都市事業体（17都市）の中で、最も環境負荷の少ない都市です。

これは、「配水量1 当たり消費エネルギー」と同様に「自然流下方式」による水の流れを形成していること
によるものです。

【指標の解説】
地球環境保全への取組が求められる中、省エネルギー対策が強化されています。この業務指標は、水道事業

全体のエネルギー消費量を対象としており、環境負荷低減を図るための施策選定にも活用できます。
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【指標の解説】
温室効果ガスの中で地球温暖化に最も影響のあるCO２排出量は、環境対策の指標として代表的な項目です。

この指標を経年的に比較することで、環境負荷の低減を見る指標のひとつとして利用できます。

■配水量1m3当たり消費エネルギー

大都市事業体とは、本市、東京都及び同数値を公表している15政令指定都市を対象としています。

CO２排出量(ｔ-CO2)

年間配水量(m
3
)

《水処理センターにおける流入水と放流水》
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（ｇ-CO2/ｍ３）

147

費 用 （百万円） 構成比

1,096 8.1 %

2,295 16.9 %

 通常の処理に要する費用 2,077 15.3 %

 高度処理に要する費用 218 1.6 %

1,326 9.7 %

8,772 64.4 %

125 0.9 %

13,614 100.0 %

区　　分

合　　計

 工場等からの排水規制業務に要する費用

 汚水を処理する費用

 汚水を水処理センターに運ぶ費用

 汚泥処理に要する費用

 施設の減価償却費等

汚水処理費

223億円

雨水処理費

119億円

その他 3億円

汚水処理に直接
要する費用

136億円

その他 33億円

管理運営費用 汚水処理費用

3
4
5
億
円

支払利息等

54億円

負荷量
（ｔ）

濃　度
（mg/ ）

負荷量
（ｔ）

濃　度
（mg/ ）

29,836 170 1,198 6.6 96

16,644 92 1,661 9.2 90

28,292 160 363 2.0 99

5,710 32 2,392 13 58

595 3.3 194 1.1 67

※ Ｂ Ｏ Ｄ ：

※ Ｃ Ｏ Ｄ ：

※ Ｓ Ｓ ：
※ 全 窒 素 ：

※ 全 り ん ： りん酸やその化合物に含まれるりんの総量。富栄養化の目安になります。

物質名※

ＢＯＤ

ＣＯＤ

ＳＳ

全窒素

全りん

流入汚水 処理水
除去率

（%）

有機物による汚れの度合いを表す指標。水中の有機物が微生物により分解される時に消費され
る酸素の量
有機物による汚れの度合いを表す指標。水中の有機物などを酸化剤で酸化する時に消費される
酸素の量

アンモニウム態窒素などの無機態窒素と、タンパク質などに起因する有機態窒素の総量。富栄
養化の目安になります。

水中に浮遊している粒子状物質の量

汚水処理による汚れの除去
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　水質監視業務

　長沢浄水場における環境マネジメント（ＩＳＯ14001）

173,506

　コスト対効果は、環境保全にかかるコストと環境保全対策
に伴う経済効果の比較を行い、どれだけ効率的に環境保全対
策に取り組んでいるかを表したものであり、「経済効果－環
境保全コスト」によって算出される金額です。 千円

経済効果

7,826,088

7,955,196

３　経済効果の算出方法は、原則として差額計上ではなく全額計上とし、推定的効果も含みます。
２　環境保全コスト及び経済効果の上段〔　〕内は、環境推進対策として実施している金額を内数で表しています。
１　金額は消費税抜きであり、水道事業、工業用水道事業及び下水道事業の合算値です。

〕

〔 〕

〕 〔

7,826,088

100,691

コスト対効果

環境会計

合　　　計

４　人件費は含んでいません。

〔

　江川せせらぎ

3,010,030

環境保全対策の実施により、得られた収益、回避できた費用を金額に換算して算出：
：

経 済 効 果
上・下流コスト

事業活動における環境負荷を抑制することを目的とした投資及び費用

上・下流コストとは、事業エリアに財・サービスを投入する前の領域（上流域）及び財・サービスを産出・排出した あとの領域（下
流）で発生する環境負荷を抑制する取組のためのコスト

環境保全コスト ：※１

■平成25年度決算版環境会計一覧表

分　　　類 取　組　概　要

(1)

内
　
　
　
訳

　効燃焼ポリ袋の購入

　グリーン購入

　エコケーブルの使用

(4) 漏 水 防 止

　漏水修理工事

　漏水調査

　給水管付替工事

(2) 地 球 環 境 保 全

　自然流下による取水・送水・配水

　低公害車の導入

(3) 資 源 循 環

　水道管の浅層埋設

　処理水の有効利用

　下水管きょの更生工法

　汚泥焼却施設の排ガス対策公 害 防 止

　下水道施設の臭気対策

　相模大規模開発建設改良事業

　水源地保全事業

　水道メーターの再利用

　建設副産物のリサイクル・再生材料の使用

ＣＯ２削減量

4,145,3203,490,027

〔

494,708

2,408,464 〕〕 〔

（単位　千円）

〔

〔 0 〕

0

869,000 〕

〔

〕

375,473 〕

1,489,143

55,033 〕

2,939,430

経済効果※2 環境負荷低減効果

NＯX削減量

47㎏

129,108 千円

環境保全コスト

104,268 〕

0

廃棄物削減量

304,155ｔ

100,691 〔 0 〕

3,423,949

7,955,196 －

　施設の緑化・植樹管理

　職員研修

千円

313ｔ　

環境保全コスト※1

2,804,277 〕

7,447,623

〔

〔

2,373,771

1,973,745

〕

91,451 〕

38,027ｔ

55,034

ＳＯX削減量

〔

0

＝

■コスト対効果

　広報物

　作品コンクール

　各種イベントの開催

※２
※３

【注】

104,268 91,451

3,332,498 〕

7,863,745

〔

〔

〔 55,034

環境会計とは、環境保全の取組に必要とされる環境保全コストと効果を比較し、その評価を明らかにするための会計手法で
す。

環境会計を行うことによって、環境保全への取組の状況をお知らせするとともに、職員の環境意識向上を図り効果的な環境施
策を実施し、今後の事業運営に反映させていくことを目的としています。

事 業 エ リ ア 内 コ ス ト1

2 上 ・ 下 流 コ ス ト

※３

3 管 理 活 動 コ ス ト

4 社 会 活 動 コ ス ト

〕

〔 0 〕

723,961

〔 794

〔
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